
1. 建築物一体型高架道路について

1-1. 日本における道路と建物の関係

日本の都市高速道路では、一般道上空の高架道路が一

般的で、道路・建物が上下に重なる場所は限られている。

日本には建築物と一体の高架道路がいくつか存在する

が、中でも東京高速道路と大阪の船場センタービルは全

長 1～ 2km に渡り帯状の建物が高速道路を支えている。

1-2. 既往研究の整理と本研究の位置付け

東京高速道路については堀江 (1994)1) が、船場セン

タービル嘉名ら (2011)2) が成立経緯を整理している。本

研究は両事例の成立経緯と現状を比較整理し、歴史的位

置付け及び一体構造特有の課題について考察する。

1-3. 研究対象の分類上の定義

道路・建物が上下に重なる事例は様々な形式に分類で

きる。そのうち高架下建築の構造を断面で比較した ( 図

1)。一体構造は柱梁が道路・建物両方を支え、独特の利点・

欠点を持つ。分離構造は各構造物の荷重がそれぞれ地盤

に伝達する。本研究では図 1 左のものを建築物一体型高

架道路と定義する。事例と

しては T-CAT など全長 200m

程度の事例も存在するが、

本研究では特に規模の大き

な東京高速道路と船場セン

タービルを対象とする。

2. 建築物一体型高架道路に関する歴史的経緯

2-1. 研究対象事例①東京高速道路

本節では堀江 (1994)再 1) を参照し建設経緯を述べる。

建築物と一体の高架高速道路を戦前から構想していた石

川栄耀は、東京高速道路の誕生に大きく関与した。東京

高速道路は高架下テナントの賃料で運営され通行料が無

料である点、公有水面である江戸時代の堀を民間会社が

埋立てた点、公共基盤である道路と商業用途の多い路下

室の管理を一民間企業が担う点などが特殊といえる。東

京高速道路は国内の都市高速道路の形式確立に先立って

実現した先駆的な事例といえる。

2-2. 日本における都市高速道路の形式の確立

本節では首都高速道路の成立経緯について堀江

(1996)3) を参照し概説する。首都高速道路では、当初高

架道路を建築物と一体で建設する計画があったが 4)、道

路用地の地権交雑や、高架下の民間施設に対する行政の

敬遠等により頓挫した (1)。その後国内各都市で一般道上

空の高架道路が建設されている。また法規制も道路の高

架下建築を難しくしていた。道路の土地権利はその上空・

地下に及び、そこでの建築には道路法上の道路占用許可

が必要である 5)。しかし占用許可に制約が多く高架下建

築は数が伸びなかった 6)。こうした流れの中で建築物一

体型高架道路の 2つ目の大規模事例が誕生した。

2-3. 研究対象事例②船場センタービル

船場センタービルは大阪市中心部で阪神高速道路 13

号線及び築港深江線の計 12 車線を支えるビルである。

本節では嘉名ら (2011)再 2) の研究を参照し概要を述べ

る。船場は元々有数の繊維問屋街で、道路建設に伴う立

退きが難航した。万博を控え道路整備が喫緊の課題とな

り、知恵を絞った末の代替解決策であった。

2-4. 高架下建築に対する近年の規制緩和

1980 年代、地価高騰により道路用地買収が難航した。

こうした背景から創設された立体道路制度は、予め道路

の権利を高さ方向に区切ることで占用許可を受けずに道

路上空・地下への建築を可能にするものである。高架下

建築に限らず TKP ゲートタワービルや虎ノ門ヒルズなど

様々な形態で適用されており 7)、2014 年には既存道路上

下への建築も可能となった 8)。これらの制度見直しは、

建築物一体型高架道路の新設というよりは、既存の高架

下活用を促す方向にあるといえる。
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表1　研究対象事例の概要



3. 研究対象 2事例の現状及び一体構造特有の課題

本章では研究対象 2 事例について、形態的特徴の比較

と、構造上の課題・対応策の整理を行う。

3-1. 研究対象 2事例の形態的比較

外観は道路と建物が一体に見える東京高速道路と、路

面と屋上が別で外から道路高架を認識できる船場セン

タービルとで大きく異なるなど、様々な違いが見られた

(図 2、図 3、表 2)。

3-2. 一体構造特有の課題

道路・建物の一体構造には様々な課題がある ( 表 3)。

まず、自動車通過に伴う路下室の振動・騒音は、特に最

上階で室内の影響が大きい (2)。ただ両事例とも常時騒音

を伴う商業用途が多く、比較的影響は小さいともいえる。

次に、事故や火災が道路・建物間で相互に影響する点

である。道路法では道路・建物間で事故時の対応等を定

めた協定締結が義務付けられている再 5)。東京高速道路

は道路法適用外である。船場センタービルでは道路法に

よる高架下占用の条件として危険物の取扱禁止、道路管

理上必要なビル内への立入りを規定しているほか、防災

訓練も実施している (3)。こうした当事者の努力により約

半世紀の間、一体構造ゆえの重大事故は起きていない。

最後に、老朽化による建替えが道路・建物で別々に行

えない点である。特に船場センタービルでは道路・建物

の所有者が異なる ( 表 1)。そして高速道路が大規模更新

を必要とする中、2008 年の道路・建物間の会議で結論に

至っていない再 (3)。2 事例とも解体・建替えについて明

確な協定は存在せず、将来の見通しは立っていない。こ

れに対しては当初から建替え時の対応を道路・建物間で

定めておく必要があったと考える。

4. 研究の総括

図 4 に、研究対象事例に関する歴史的経緯・現状につ

いてまとめた。戦前から存在した高架下建築の思想を、

東京高速道路は先駆的に体現したといえる。同時期に検

討されていた首都高速道路の計画では、建築物と一体の

高架道路建設から方針が転換し、一般道や河川などの公

有地上空を活用した高架道路の建設が全国に広がった。

繊維問屋街の立退きに代わる解決策として誕生した船場

センタービル以降同規模の事例は増えなかった。しかし

この 2 事例は一体構造特有の課題を、独自のルール策定

などにより克服し、今日まで存続してきた。一方で近年

は立体道路制度など、道路上下空間の建築に対し規制緩

和の動きがある。一体構造ゆえの課題に対して研究対象

2 事例でとられた対策や課題は、今後増加が予想される

立体道路制度を活用した建築物にも応用できる可能性が

あると考える。
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図4　研究対象事例の歴史的位置付けと関連法規制の変化

図3　研究対象2事例の外観比較
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階数 地下 1階・地上 2階 地下 2階・地上 4階
全長 約 2km 約 1km

外観
屋上が路面であり、
道路・建物が一体に
見える (図 3上 )
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(図 3下 )

棟間連絡(地上)なし 2階から最上階まで (図 2)

周辺環境
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その他
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表2　東京高速道路と船場センタービルの形態的特徴の比較

図2　船場センタービルの棟間通路

表3　一体構造特有の課題

利
点

効率的な空間利用 橋梁橋脚との間に空隙を取らないので効率的な空間利用が可能
景観的調和 高架構造物を景観的に建築物と一体とすることができる

欠
点

①路下室の振動・騒音車による振動が路面から路下室に直接伝わる
②損傷・火災の相互作用道路・建物のうち一方の損傷が他方に影響する
③取壊しの制約 道路のみ・建物のみの解体が行えない


